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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第84期

第２四半期連結
累計期間

第85期
第２四半期連結
累計期間

第84期
第２四半期連結
会計期間

第85期
第２四半期連結
会計期間

第84期

会計期間

自 平成20年
４月１日

至 平成20年
９月30日

自 平成21年
４月１日

至 平成21年
９月30日

自 平成20年
７月１日

至 平成20年
９月30日

自 平成21年
７月１日

至 平成21年
９月30日

自 平成20年
４月１日

至 平成21年
３月31日

売上高（百万円） 784,402 490,179 412,848 258,133 1,424,114

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
48,224 △27,165 24,382 △9,352 40,046

四半期（当期）純利益又は

四半期純損失（△）（百万円）
20,250 △32,504 4,316 △16,651 6,106

純資産額（百万円） － － 515,920 432,869 421,934

総資産額（百万円） － － 1,904,605 1,732,760 1,732,003

１株当たり純資産額（円） － － 349.68 293.43 287.44

１株当たり四半期（当期）

純利益金額又は四半期

純損失金額（△）（円）

15.94 △25.63 3.40 △13.13 4.81

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 23.3 21.5 21.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△6,419 △923 － － 115,272

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△71,726 △58,449 － － △110,461

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
30,062 32,854 － － △7,153

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 60,298 69,628 97,780

従業員数（人） － － 21,754 19,841 21,224

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。第85期第２四半期連結会計期間及び第85期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間における主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

（１）除外

ゴールド・ハウス・インターナショナル㈱（連結子会社）は、平成21年８月31日付で持分の全部を売却したた

め、関係会社に該当しなくなりました。

㈱ＵＭＣＲ（旧㈱宇部三菱セメント研究所）（持分法適用関連会社）は、平成21年９月25日付で清算を結了し

たため、関係会社に該当しなくなりました。

（２）新規連結子会社

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

（注）

議決権の所有割合
又は被所有割合

関係内容 
所有割合
（％）

被所有割合
（％）

　ＭＭカッパー社　
カナダ　バンクー

バー

千カナダドル　

32,400
　銅事業 100 －　 －

（注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

（３）新規持分法適用関連会社

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

（注）1

議決権の所有割合
又は被所有割合

関係内容 
所有割合
（％）
（注）２

被所有割合
（％）

シミルコ マインズ社　
カナダ　バンクー

バー

千カナダドル　

43,650
　銅事業

25

(25)
－　 －

（注）１.主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　    ２.議決権の所有割合欄の(内書)は、間接所有割合であります。

４【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 19,841 (3,254)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。なお、臨時従業員には、パート、人材派遣等を含んでおります。

（2）提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 4,857 (1,234)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。なお、臨時従業員には、パート、人材派遣等を含んでおります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」の「(1)業績の状況」において、各事業の種類別セグ

メント業績に関連付けて記載しております。

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

  また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

①当社は、カナダのCopper Mountain Mining Corporationとの間で、シミルコ銅鉱山を共同で再開発することについて合

意に至り、平成21年７月31日付で、関連する契約（株主間契約、株式引受契約、銅精鉱売買契約、出向契約）を締結い

たしました。

②当社は、オーストリアのPlansee Holding AGとの間で、焼結部品に関する合弁事業を解消し、当社が日本及びマレーシ

アの事業を、同社が欧州、米国及び中国の事業を引き継ぐことについて合意し、平成21年９月30日付で、合弁事業解

消に係る契約を締結いたしました。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第２四半期連結会計期間における世界経済は、中国を始めとする新興国を中心に回復の兆しが見られるもの

の、全体としては世界同時不況による景気後退局面が続き、依然として深刻な状況が続きました。

　わが国経済は、輸出の回復や在庫調整の一巡等により、生産に持ち直しの動きが見られるものの、景気の先行きへ

の懸念から、設備投資、個人消費が引き続き低迷するなど、 総じて厳しい状況のまま推移しました。

　当社グループを取り巻く事業環境は、世界経済及びわが国経済の景気後退を背景に、自動車・半導体産業等におけ

る需要減少及び在庫調整、セメント需要の減少、円高の進行、銅価格の下落等の影響を受け、極めて厳しい状況で推

移しました。

　このような状況の下、当社グループは、平成20年12月に策定した「総合経営対策」に基づき、緊急的なコスト対策

に加え、経営資源の集中や低コスト体質への転換のための諸施策を強力に推進しました。また、想定を超えた事業環

境の悪化に対応するため、この「総合経営対策」を徹底・深化させた追加対策を策定して、設備投資計画の圧縮を

含めた更なる企業体質の低コスト化等を図り、経営基盤の強化と業績の早期回復に向けた取り組みに努めてまいり

ました。

　これら諸対策の効果は着実に表れているものの、長期化する事業環境低迷の影響を強く受け、当第２四半期会計期

間の連結業績は、売上高2,581億33百万円（前年同四半期比37.5％減）、営業利益13億74百万円（前年同四半期比

91.9％減）、経常損失93億52百万円（前年同四半期は243億82百万円の経常利益）、四半期純損失166億51百万円（前

年同四半期は43億16百万円の四半期純利益）となりました。

①事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（セメント事業部門）

　 　 　 　 (単位：億円)  

　 　
前第２四半期連結

会計期間

当第２四半期連結

会計期間

前年同四半期比

増減(増減率)

　 売上高 570 428 △142 (△24.9%)

　       営業利益 43 25 △17 (△41.2%)

セメント事業は、国内では、民間設備投資が大幅に減少したことにより需要が低調に推移しました。海外では、イ

ンドなどにおける需要が比較的堅調であり、中国においても需要の回復傾向が見られましたが、景気の低迷が続く

米国において住宅建設をはじめとする需要が全般的に落ち込みました。なお、事業部門全体のセメント生産量は、3.0

百万トン（前年同四半期比0.3百万トン減産）となりました。  

　以上の結果、事業部門全体では、前年同四半期に比べて、減収減益となりました。
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（銅事業部門）

　 　 　 　 (単位：億円)  

　 　
前第２四半期連結

会計期間

当第２四半期連結

会計期間

前年同四半期比

増減(増減率)

　 売上高 1,714 1,141 △572 (△33.4%)

　 営業利益 37 14 △22 (△60.2%)

銅地金は、インドネシア・カパー・スメルティング社における増産に加えて、コスト削減効果があったものの、銅

及び副産品の価格下落の影響があったことなどから、減収減益となりました。なお、事業部門全体の電気銅生産量

は、150千トン（前年同四半期比16千トン増産）となりました。

　金は、原料鉱石中の金の含有量が増加したことから、増収増益となりました。

　銅加工品は、自動車・電子材料向け販売が大幅に減少したことなどから、減収減益となりました。

　以上の結果、事業部門全体では、前年同四半期に比べて、減収減益となりました。

（加工事業部門）

　 　 　 　 (単位：億円)  

　 　
前第２四半期連結

会計期間

当第２四半期連結

会計期間

前年同四半期比

増減(増減率)

　 売上高 445 228 △217 (△48.7%)

　 営業利益又は営業損失（△） 41 △27 △68 (－%)

超硬製品は、コスト削減効果があったものの、国内・海外向けともに、主要顧客である自動車関連市場等での生産

調整や、流通段階での在庫調整の影響により、受注が大幅に減少したことから、減収減益となりました。

　高機能製品は、自動車関連等の在庫調整や航空機メーカーの量産遅れ等の影響により、受注が大幅に減少したこと

から、減収減益となりました。

　以上の結果、事業部門全体では、前年同四半期に比べて、減収減益となりました。

（電子材料事業部門）

　 　 　 　 (単位：億円)  

　 　
前第２四半期連結

会計期間

当第２四半期連結

会計期間

前年同四半期比

増減(増減率)

　 売上高 190 154 △36 (△19.0%)

　 営業利益 26 0 △25 (△97.8%)

機能材料は、半導体用精密実装材料の販売が中国家電市場の特需等により好調に推移しましたが、その他半導体

関連製品の販売が減少したことから、減収減益となりました。

　電子デバイスは、家電向け製品等の販売は緩やかな回復傾向にあるものの、パソコン・携帯電話向け製品等の販売

が減少したことなどから、減収減益となりました。

　多結晶シリコン及びその関連製品は、太陽電池向け製品の販売が増加したものの、300mmシリコンウェーハを中心

とした半導体市場が在庫調整局面にあり需要が減少したことから、減収減益となりました。

　以上の結果、事業部門全体では、前年同四半期に比べて、減収減益となりました。

（アルミ事業部門）

　 　 　 　 (単位：億円)  

　 　
前第２四半期連結

会計期間

当第２四半期連結

会計期間

前年同四半期比

増減(増減率)

　 売上高 439 332 △106 (△24.3%)

　 営業利益 5 12 6 (112.6%)

アルミ缶は、７月以降の天候不順の影響により減販となりましたが、コスト削減効果等により、減収増益となりま

した。

　アルミ圧延・加工品は、コスト削減効果があったものの、自動車関連を中心とした需要が引き続き低迷したことか

ら、減収減益となりました。

　以上の結果、事業部門全体では、前年同四半期に比べて、減収増益となりました。
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（その他の事業部門）

　 　 　 　 (単位：億円)  

　 　
前第２四半期連結

会計期間

当第２四半期連結

会計期間

前年同四半期比

増減(増減率)

　 売上高 1,160 788 △372 (△32.1%)

　 営業利益 32 16 △15 (△48.1%)

エネルギー関連は、燃料価格が下落したことに加えて、平成21年４月１日付で原子燃料部材事業の再編を実施し

たことに伴い、三菱原子燃料㈱が連結子会社から持分法適用関連会社になったことから、減収減益となりました。

　貴金属は、個人消費低迷の影響により宝飾関連及び金地金の販売が減少しましたが、コスト削減効果等により、減

収増益となりました。

  なお、原子力・エンジニアリング並びに環境リサイクル関連部門の受注高は、108億円（前年同四半期比169億円

減少）、受注残は、224億円（同308億円減少）となりました。

②所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

（日本）

日本は、銅価格の下落に加え、セメント、加工、アルミ圧延・加工品、電子材料関連の販売が大きく落ち込みまし

た。

　この結果、日本の売上高は2,274億円（前年同四半期比1,232億円減収）、営業利益は17億円（同109億円減益）と

なりました。

（米国）

米国は、セメント関連の需要の低迷に加え、自動車関連向け超硬製品の販売が減少しました。

　この結果、米国の売上高は198億円（前年同四半期比143億円減収）、営業利益は17億円（同28億円減益）となり

ました。

（欧州）

欧州は、自動車関連向け超硬製品の販売が低迷しました。

　この結果、欧州の売上高は28億円（前年同四半期比40億円減収）、営業損失は0億円（同8億円減益）となりまし

た。

（アジア）

アジアは、銅価格の下落はあったものの、前年同四半期に計画炉修を実施したインドネシア・カパー・スメル

ティング社の操業が好調に推移しました。

　この結果、アジアの売上高は568億円（前年同四半期比56億円減収）、営業利益は15億円（同12億円増益）となり

ました。

(2）キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の増加や法人税等の還付等の影響

により、30億円の収入（前年同四半期比406億円の収入減少）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、ロバートソン社（ロバートソン・レディ・

ミックス社、ＲＲＭプロパティズ社、ロバートソン・トランスポート社）持分に係る未決済金の一部支払や設備投

資に係る支出等により、321億円の支出（前年同四半期比23億円の支出増加）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動や投資活動の結果、290億円の支出となり、この資金を借入により調達したことなどにより、当第２四半

期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、296億円の収入（前年同四半期は467億円の支出）となり

ました。

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、696億円（第１四半期連結会計期間末

比7億円減少）となりました。
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　　(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社グループを取り巻く事業環境は、先行き不透明な状況のなか、自動車・半導体産業等における需要減少及び在庫

調整、セメント需要の減少、為替の円高等が長期化し、本格的な回復に至るまでには更に時間を要することが予想され

ます。

当社グループが対処すべき課題について基本的な変更はありませんが、当社といたしましては、引き続き「総合経

営対策」及びこれを徹底・深化させた追加対策を強力に推進し、低コスト体質への転換を図ることで強固な経営基盤

を築き、来年度の着実な黒字化とその後の飛躍に繋げるべく全力を尽くす所存であります。また、予想以上に悪化した

事業環境に対応するため、体質改善・事業構造改革などの抜本的対策の断行についても検討してまいります。

 

　　　なお、会社の支配に関する基本方針は以下のとおりです。

　

会社の支配に関する基本方針

 1)会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容

　当社は、株式を証券取引所に上場しているため、当社の株主は、原則として当社株式の市場での自由な取引により決

定されるべきものと考えております。当社取締役会は、対象となる会社の取締役会との十分な協議や合意などのプロ

セスを経ることなく、一方的に行われる株式の大量の買付等であっても、当社の社会的存在価値を踏まえた企業経営

を十分に理解し、企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、これを一概に否定するものではあ

りません。また、当然のことですが、株式の大量買付行為の提案に応じるべきか否かの判断は、最終的には、個々の株主

の皆様の自由なご意思によってなされるべきであると考えております。

　しかしながら、株式の大量の買付等の中には、対象会社の企業価値・株主共同の利益に明白な侵害をもたらすもの、

株主の皆様に株式の売却を事実上強要する恐れのあるもの、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための

十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件を引き出すために買付者と

の交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。また、対象会

社の株式の大量買付等を行う者が、対象会社を取り巻く経営環境を正しく認識し、対象会社の企業価値・株主共同の

利益の源泉を理解した上で、これを中長期的に確保し、向上させなければ、当社の企業価値・株主共同の利益は毀損さ

れる可能性があると考えております。

  このような判断に基づき、当社は、上記のような当社企業価値・株主共同の利益を毀損する可能性のある大量買付

等を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者としては適切ではないものと考えています。このよう

な判断の結果、当社取締役会は、当社の企業価値・株主共同の利益に反する買付行為を抑止するため、当社株式の大量

の買付等が行われる場合に、不適切な買付等でないかどうかを株主の皆様がご判断するために必要な情報や時間を確

保したり、株主の皆様のために買付者と交渉等を行ったりすることとしております。

　

  2)基本方針の実現に資する取り組み及び基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定

　が支配されることを防止するための取り組み

  当社は、当社の淵源である金属・石炭の鉱山事業で培った技術等をもとに様々な分野において事業を展開してき

た結果、現在では、セメント、銅、加工及び電子材料の４コア事業をはじめエネルギー事業、貴金属事業、アルミ事業及

び環境リサイクル事業等を行う複合事業集団となっています。また、当社は、さまざまな事業活動を通して社会に貢

献することを企業理念の基本とし、これまで、総合素材メーカーとして人々が生活する上で欠くことのできない基礎

素材を世の中に供給するのみならず、環境負荷の低減や循環型社会システム構築への貢献を目指し、豊かな社会をつ

くるために不断の努力を行ってまいりました。更に、当社は、事業活動の発展はもとより、社会との共生も図りなが

ら、株主、従業員、顧客、地域社会、サプライヤーその他多数の関係先を含むステークホルダーの皆様から更なる信頼

を得ることにより、企業価値・株主共同の利益の確保・向上に努めていきたいと考えております。

　このような中にあって、当社は、収益構造の安定化を図るため、複合経営の強みを活かし、本業で勝ち抜く成長基盤

の確立に取り組んでまいりましたが、平成19年４月からの３事業年度を対象とする中期経営計画「Break-through

（ブレイクスルー)1000 ～1000億円企業を目指して～」のもと、諸施策に取り組んでおります。

  当社は、これらの企業理念と諸施策のもと、当社企業価値・株主共同の利益の最大化を追求してまいりますが、そ

の一方で、上記のような当社企業価値・株主共同の利益を毀損する可能性のある大量買付等が行われる可能性も否

定できないと考えております。そこで、当社取締役会は、不適切な支配の防止のための取り組みとして、「当社株式の

大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）を平成19年４月27日開催の取締

役会の決議をもって同日付で導入、公表した上で、平成19年６月28日開催の第82回定時株主総会において議案として

上程し、株主の皆様のご承認をいただいております。

EDINET提出書類

三菱マテリアル株式会社(E00021)

四半期報告書

 7/32



   なお、本プランの概要は、次のとおりであります。

     ①本プランの基本方針  

           当社は、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上を目的として、当社株式の大規模な買付等を行い、

または行おうとする者が遵守するべき手続を設定し、これらの者が遵守すべき手続があること、及びこれら

の者に対して一定の場合には当社が対抗措置を実施することがあり得ることを事前に警告することをもっ

て当社の買収防衛策といたします。

     ②本プランの内容

       （イ）対象となる大規模買付等

             本プランは、以下のａ．またはｂ．に該当する当社株券等の買付またはこれに類似する行為（但し、当

社取締役会が予め承認したものを除きます。かかる行為を、以下「大規模買付等」といいます。）がなされ

る場合を適用対象とします。大規模買付等を行い、または行おうとする者（以下「買付者等」といいま

す。）は、予め本プランに定められる手続に従わなければならないものとします。

               ａ．当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付　　　　　

           　  ｂ．当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合及びその特別関

係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

       （ロ）「意向表明書」の当社への事前提出

             買付者等は、当社取締役会が別段の定めをした場合を除き、大規模買付等の実行に先立ち、当社取締役会

に対して、当該買付者等が大規模買付等に際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載

した書面（以下「意向表明書」といいます。）を当社の定める書式により提出していただきます。

       （ハ）情報の提供

             意向表明書をご提出いただいた場合には、買付者等におきましては、当社の定める手順に従い、当社に対

して、大規模買付等に対する株主の皆様のご判断のために必要かつ十分な情報を提供していただきます。

             その概要は、以下のとおりであります。

               ａ．買付者等及びそのグループの詳細

               ｂ．大規模買付等の目的

               ｃ．大規模買付等の対価の算定根拠

               ｄ．大規模買付等の資金の裏付け

               ｅ．大規模買付等に際しての第三者との間の意思連絡の有無及び意思連絡がある場合にはその内容

及び当該第三者の概要

               ｆ．買付者等が既に保有する当社の株券等に関する貸借契約、担保契約その他の重要な契約または取

決めの具体的内容

               ｇ．買付者等が大規模買付等において取得を予定する当社の株券等に関する貸借契約、担保契約その

他の重要な契約または取決めの締結その他第三者との間の合意の予定

               ｈ．大規模買付等の後における当社及び当社グループの経営方針等

               ｉ．大規模買付等の後における当社の従業員その他利害関係者の処遇等の方針

               ｊ．当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策

       （ニ）評価期間の確保

               大規模買付等にかかる情報の提供を受けた後、以下の期間を当社取締役会による評価、検討、交渉、意

見形成及び代替案立案のための期間として設定します。買付者等は、かかる期間が終了するまでは、大規

模買付等を開始することはできないものとします。

               ａ．対価を現金（円価）のみとする公開買付けによる当社全株式を対象とする公開買付けの場合に

は60日間

               ｂ．その他の大規模買付等の場合には90日間

       （ホ）独立委員会による勧告

               対抗措置の発動等にあたっては、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、当社の業務執行を行う

経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会の勧告を受けます。

       （へ）対抗措置を発動する場合

               買付者等が本プランに定める手続を遵守しなかった場合、または、買付者等による大規模買付等が当

社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものであると認められる場合であって、対抗措置を発動

することが相当であると判断する場合は、取締役会は、独立委員会からの勧告を最大限尊重の上、対抗措

置の発動を決議します。

  なお、対抗措置としては、原則として、新株予約権の無償割当てを行うこととします。
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  3)上記2) の取り組みが、上記1) の基本方針に沿い、株主の共同の利益を損なうものでなく、当社の役員の地位の維持

を目的とするものではないこと及びその理由

      当社取締役会は、次の理由から上記2)の取り組みが上記1)の基本方針に沿い、株主の共同の利益を損なうもので

なく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

      ①買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

          本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原

則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足しています。

      ②当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

         本プランは、上記2)に記載のとおり、当社株式に対する大規模買付等がなされた際に、当該大規模買付等に

応じるべきか否かを株主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や

期間を確保し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・

株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されているものです。

      ③株主意思を重視するものであること

          当社は、平成19年４月27日開催の当社取締役会において、本プランの導入を決議しておりますが、本プラン

の導入に関する株主の皆様のご意思を確認するため、平成19年６月28日開催の第82回定時株主総会において

本プランの導入に関する議案を付議し、ご承認いただいております。

  本プランの有効期間は、平成22年６月開催予定の当社第85回定時株主総会の終結時までとなっております

が、その有効期間の満了前であっても、

          （イ）当社の株主総会において本プランを廃止する旨の議案が承認された場合

　　   または

　　   　（ロ）当社の取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合

        には、本プランはその時点で廃止されます。更に、当社の取締役の任期は、１年となっておりますので、たとえ

本プランの有効期間中であっても、毎年行われる取締役の選任を通じて株主の皆様のご意向を示していただ

くことも可能です。従いまして、本プランの導入及び廃止には、株主の皆様のご意思が十分反映される仕組み

となっています。

      ④独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

          当社は、本プランの導入に当たり、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、対抗措置の発動等を含む本

プランの運用に関する決議及び勧告を客観的に行う取締役会の諮問機関として独立委員会を設置しておりま

す。

　独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社の社外取締役、社外監査役または社外の

有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士及び学識経験者等）から選任される委員３

名以上により構成されております。　

  また、当社は、必要に応じ独立委員会の判断の概要について株主の皆様に情報開示を行うこととし、当社の

企業価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保しています。

      ⑤合理的な客観的発動要件の設定

          本プランは、合理的に客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締

役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。

 　   ⑥デッドハンド型買収防衛策ではないこと

          本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止することがで

きるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を

交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

(4）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発活動は、基本的には各事業の基幹となる分野を当社単独で、あるいは連

結会社と連携をとりながら行い、各社固有の事業及びユーザーニーズに応える研究についてはそれぞれが単独で

行っております。研究開発の内容としては、既存事業の領域拡大を主体としながら、当社事業の基礎となる材料基

盤技術の高度化、最先端技術の育成を進めており、また、今後の成長分野を「自動車」、「情報・エレクトロニク

ス」、「環境リサイクル」の３分野と定めて開発資源の集中配分を行い、各セグメントと開発・マーケティング

部門が協力してマーケットニーズに立脚した新製品開発、新規プロセス開発を推進しております。

研究開発費の総額は、2,909百万円であり、当第２四半期連結会計期間における研究開発活動の状況に重要な変

更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

①当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画していた設備計画についての重要な変

更はありません。

②第１四半期連結会計期間末に計画していた設備計画のうち、当第２四半期連結会計期間に完了したものはあり

ません。

③当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,400,000,000

計 3,400,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,278,955,330 1,278,955,330

　　東京証券取引所

　　（市場第一部）

　　大阪証券取引所

　　（市場第一部）

権利内容に何

ら制限のない

当社における

標準となる株

式であり、単元

株式数は1,000

株であります。

計 1,278,955,330 1,278,955,330 － －

（２）【新株予約権等の状況】

          該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成21年７月１日

～　

平成21年９月30日

－ 1,278,955,330 － 119,457 － 78,164
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（５）【大株主の状況】

　 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口、信託口９）　
東京都中央区晴海１丁目８－11　 77,149,000 6.03

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）　
東京都港区浜松町２丁目11－３　 46,999,000 3.67

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行　 東京都千代田区丸の内２丁目７－１　 36,852,355 2.88

明治安田生命保険相互会社

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）　

東京都千代田区丸の内２丁目１－１

（東京都中央区晴海１丁目８－12　晴海ア

イランドトリトンスクエアオフィスタワー

Z棟）　

29,279,687 2.29

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６－６

日本生命証券管理部内　
19,688,614 1.54

三菱重工業株式会社 東京都港区港南２丁目16－５ 18,774,787 1.47

三菱地所株式会社　 東京都千代田区大手町１丁目６－１　 17,397,000 1.36

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（常任代理人　日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目４－５

（東京都港区浜松町２丁目11－３）
15,923,128 1.25

三菱電機株式会社　 東京都千代田区丸の内２丁目７－３ 14,596,000 1.14

三菱商事株式会社　 東京都千代田区丸の内２丁目３－１ 13,918,000 1.09

計 － 290,577,571 22.72

　（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口、信託口９）の所有株式数の内訳は、信託口が

59,913,000株、信託口９が17,236,000株であります。

２．当第２四半期会計期間末現在における、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社の信託業務に係る株式数については、

当社として把握することができないため記載しておりません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －　

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

　

（自己保有株式）

普通株式　　 10,675,000　
－

「１（１）②発行済株

式」の「内容」欄に記載

のとおりであります。

（相互保有株式）

普通株式　　     59,000　　
－　 同上

完全議決権株式（その他） 普通株式  1,256,154,000 1,256,154 同上

単元未満株式 普通株式　 　12,067,330 － 同上

発行済株式総数  普通株式　1,278,955,330 － －

総株主の議決権 － 1,256,154 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の中には、㈱証券保管振替機構名義の株式が16,000株（議決権16個）含まれて

おります。

２．「単元未満株式」には、次の株式が含まれております。

　　・自己株式　　　　　987株

②【自己株式等】

　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

三菱マテリアル株式会社　
東京都千代田区大手町

１丁目３－２
10,675,000 － 10,675,000 0.84

津田電線株式会社
京都府京都市東山区問屋

町通正面上る鍵屋町485　
50,000 － 50,000 0.00

東北運輸株式会社　
秋田県秋田市茨島１丁目

２－10　
9,000 － 9,000 0.00

計 － 10,734,000 － 10,734,000 0.84

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 330 323 342 300 293 292

最低（円） 270 268 286 236 253 245

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）における株価を記載しております。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期

間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期

連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１

日から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第

２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あず

さ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 70,653 98,497

受取手形及び売掛金 156,026 168,857

商品及び製品 ※4
 67,662

※4
 66,157

仕掛品 ※4
 89,407

※4
 72,349

原材料及び貯蔵品 ※4
 77,608

※4
 64,026

その他 175,151 185,046

貸倒引当金 △2,554 △2,978

流動資産合計 633,955 651,956

固定資産

有形固定資産

機械及び装置（純額） 197,357 211,590

土地（純額） 271,200 272,294

その他（純額） 235,256 226,172

有形固定資産合計 ※1
 703,814

※1
 710,058

無形固定資産

のれん 50,219 49,495

その他 9,789 10,101

無形固定資産合計 60,008 59,597

投資その他の資産

投資有価証券 289,071 253,127

その他 53,376 66,815

投資損失引当金 △624 △640

貸倒引当金 △6,841 △8,910

投資その他の資産合計 334,982 310,391

固定資産合計 1,098,805 1,080,046

資産合計 1,732,760 1,732,003
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 109,602 103,784

短期借入金 278,779 283,932

1年内償還予定の社債 20,000 －

コマーシャル・ペーパー 25,000 26,000

未払法人税等 4,555 4,708

引当金 9,163 9,980

その他 274,049 307,143

流動負債合計 721,151 735,549

固定負債

社債 75,000 95,000

長期借入金 346,201 301,080

退職給付引当金 49,662 50,376

その他の引当金 17,461 16,496

その他 90,413 111,565

固定負債合計 578,740 574,518

負債合計 1,299,891 1,310,068

純資産の部

株主資本

資本金 119,457 119,457

資本剰余金 108,285 108,287

利益剰余金 127,431 158,542

自己株式 △5,400 △5,371

株主資本合計 349,774 380,915

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 24,735 2,120

繰延ヘッジ損益 △943 △9,256

土地再評価差額金 30,658 30,459

為替換算調整勘定 △32,081 △39,660

評価・換算差額等合計 22,369 △16,337

少数株主持分 60,725 57,356

純資産合計 432,869 421,934

負債純資産合計 1,732,760 1,732,003
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 784,402 490,179

売上原価 682,217 434,089

売上総利益 102,184 56,090

販売費及び一般管理費 ※1
 65,835

※1
 62,145

営業利益又は営業損失（△） 36,349 △6,054

営業外収益

受取利息 848 442

受取配当金 12,605 1,688

固定資産賃貸料 － 2,749

持分法による投資利益 8,273 －

その他 6,040 1,480

営業外収益合計 27,767 6,360

営業外費用

支払利息 9,162 6,835

持分法による投資損失 － 14,632

その他 6,730 6,003

営業外費用合計 15,892 27,471

経常利益又は経常損失（△） 48,224 △27,165

特別利益

持分変動利益 1,290 1,375

固定資産売却益 801 1,346

その他 264 871

特別利益合計 2,357 3,593

特別損失

事業整理損 － ※2
 5,204

本社移転費用 － 2,588

投資有価証券評価損 8,399 253

その他 1,207 1,357

特別損失合計 9,607 9,404

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

40,974 △32,976

法人税等 ※3
 15,192

※3
 △2,916

少数株主利益 5,530 2,445

四半期純利益又は四半期純損失（△） 20,250 △32,504
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 412,848 258,133

売上原価 362,143 226,186

売上総利益 50,705 31,946

販売費及び一般管理費 ※1
 33,720

※1
 30,572

営業利益 16,984 1,374

営業外収益

受取利息 401 290

受取配当金 9,669 151

固定資産賃貸料 － 1,407

持分法による投資利益 3,592 －

その他 2,109 1,049

営業外収益合計 15,773 2,900

営業外費用

支払利息 4,590 3,325

持分法による投資損失 － 6,960

その他 3,784 3,341

営業外費用合計 8,375 13,627

経常利益又は経常損失（△） 24,382 △9,352

特別利益

固定資産売却益 162 1,109

投資有価証券売却益 － 382

その他 93 72

特別利益合計 256 1,564

特別損失

事業整理損 － ※2
 4,654

本社移転費用 － 2,588

投資有価証券評価損 8,048 －

その他 726 529

特別損失合計 8,774 7,772

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

15,864 △15,561

法人税等 ※3
 8,010

※3
 △1,073

少数株主利益 3,537 2,163

四半期純利益又は四半期純損失（△） 4,316 △16,651
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

40,974 △32,976

減価償却費 32,948 32,869

引当金の増減額（△は減少） △3,339 3,737

受取利息及び受取配当金 △13,454 △2,131

支払利息 9,162 6,835

持分法による投資損益（△は益） △8,273 14,632

持分変動損益（△は益） △1,290 △1,375

有形固定資産売却損益（△は益） △765 △1,410

投資有価証券評価損益（△は益） 8,399 253

売上債権の増減額（△は増加） 20,140 12,430

たな卸資産の増減額（△は増加） △31,240 △36,546

仕入債務の増減額（△は減少） △33,357 4,531

その他 △8,456 1,717

小計 11,446 2,567

利息及び配当金の受取額 15,569 3,734

利息の支払額 △8,156 △7,428

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △25,278 203

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,419 △923

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △29,349 △34,166

有形固定資産の売却による収入 3,496 2,340

投資有価証券の取得による支出 △2,213 △4,050

投資有価証券の売却による収入 88 1,895

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△43,914 △22,994

その他 165 △1,473

投資活動によるキャッシュ・フロー △71,726 △58,449

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 26,341 9,408

長期借入れによる収入 34,682 68,644

長期借入金の返済による支出 △32,448 △40,062

社債の償還による支出 △15,000 －

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 20,000 △1,000

自己株式の取得による支出 △5,123 △33

配当金の支払額 △5,112 －

少数株主への配当金の支払額 △6,027 △2,983

少数株主からの払込みによる収入 13,867 －

その他 △1,116 △1,117

財務活動によるキャッシュ・フロー 30,062 32,854

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5,559 1,953

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △53,643 △24,564

現金及び現金同等物の期首残高 109,360 97,780

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

4,582 △3,654

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 67

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 60,298

※
 69,628
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１　連結の範囲に関する事項

の変更

(1)連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、三菱原子燃料㈱は、新株発行により当社持分比率

が減少し持分法適用関連会社となったため、連結の範囲から除外しております。こ

れに伴い三菱原子燃料㈱の子会社である、エヌ・エフ・ティ・エス㈱を連結の範囲

から除外しております。また、立花アルミ加工㈱は清算を結了したため、連結の範囲

から除外しております。なお、㈱ジェムコは三菱マテリアル電子化成㈱に商号変更

しております。

　当第２四半期連結会計期間より、ＭＭカッパー社を新規で設立し、連結の範囲に含

めております。また、ゴールド・ハウス・インターナショナル㈱は、持分の全部を売

却したため、連結の範囲から除外しております。

(2)変更後の連結子会社の数

85社

２　持分法の適用に関する事

項の変更

　(1)持分法適用関連会社の変更

第１四半期連結会計期間より、三菱原子燃料㈱は、「１.連結の範囲に関する事項

の変更」に記載のとおり、連結子会社から持分法適用関連会社となっております。

また、エヌエムセメント㈱は、重要性が増加したため、持分法適用関連会社に含め、

ダイヤ機械㈱は、清算を結了したため、持分法適用関連会社から除外しております。

なお、㈱宇部三菱セメント研究所は、㈱ＵＭＣＲに商号変更しております。

　当第２四半期連結会計期間より、シミルコ マインズ社は、ＭＭカッパー社を通じ

て第三者割当増資を引受けたため、持分法適用関連会社に含めております。また、㈱

ＵＭＣＲは、清算を結了したため、持分法適用関連会社から除外しております。　

　(2)変更後の持分法適用関連会社の数

30社

３　会計処理基準に関する事

項の変更

(1)完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、主として請負金額１億円以上

かつ工期１年超の工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完

成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第

15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用

し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間

末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基

準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基

準を適用しております。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。
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当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

３　会計処理基準に関する事

項の変更

(2)時価のあるその他有価証券評価方法の変更

その他有価証券のうち時価のある株式及び投資信託については、従来、四半期連

結決算日の市場価格等に基づく時価法によっておりましたが、第１四半期連結会計

期間より四半期連結決算日前１か月の市場価格等の平均に基づく時価法に変更し

ております。

　この変更は、市況の短期的な変動による純資産の部への影響を排除することによ

り、財政状態をより適切に表示するために行ったものであります。

　これにより、従来の方法によった場合と比較して、繰延税金資産（投資その他の資

産）は963百万円、少数株主持分は23百万円、それぞれ減少し、投資有価証券は2,539

百万円、その他有価証券評価差額金は1,310百万円、繰延税金負債（固定負債）は

169百万円それぞれ増加しております。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

　また、時価が著しく下落した上記株式及び投資信託の四半期連結会計期間末の減

損処理については、従来、四半期切放法によっておりましたが、第１四半期連結会計

期間より四半期洗替法に変更しております。

　この変更は、各四半期ごとの市況の変動による影響を排除し、連結会計年度末にお

ける経営成績及び財政状態をより適切に表示するために行ったものであります。

　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　(四半期連結損益計算書)

前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「固定資産賃貸料」は、営業外収益

総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記しております。

　なお、前第２四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「固定資産賃貸料」は、2,890百万円であ

ります。　  

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　(四半期連結損益計算書)

前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「固定資産賃貸料」は、営業外収益

総額の100分の20を超えたため、また、特別利益の「その他」に含めていた「投資有価証券売却益」は、特別利益総

額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「固定資産賃貸料」は、1,449百万円であ

り、特別利益の「その他」に含まれる「投資有価証券売却益」は、３百万円であります。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

          1,067,307百万円

　２　偶発債務

連結会社以外の会社及び従業員に対し、銀行の借

入等の保証を行っております。

被保証者
保証金額
（百万円）

三菱マテリアルＰＭＧ㈱ 6,602

㈱コベルコマテリアル銅管 3,090

ＰＭＧインディアナ社 2,423

三菱マテリアル　プランゼー
グローバル　シンター　ホール
ディング社

2,262

エヌエムセメント㈱ 2,260

コベルコマテリアル・カッパー
チューブ・タイランド社

1,908

ヌサ・テンガラ・マイニング㈱ 1,768

エコマネジメント㈱ 1,171

ＰＭＧペンシルバニア社 1,005

従業員 3,196

その他（20社） 3,598

計
 （内、実質保証額）

29,288
(24,411)　

　

　３　受取手形割引高       229百万円

受取手形裏書譲渡高 73

債権流動化による遡及義務 5,473

　

※４　担保資産

担保に供されている資産で、企業集団の事業の運

営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度

の末日に比べて著しい変動が認められるものは、次

のとおりであります。

たな卸資産       24,239百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

                1,062,770百万円

　２　偶発債務

連結会社以外の会社及び従業員に対し、銀行の借

入等の保証を行っております。

被保証者
保証金額
（百万円）

三菱マテリアルＰＭＧ㈱ 8,103

㈱コベルコマテリアル銅管 3,646

ＰＭＧインディアナ社 3,531

三菱マテリアル　プランゼー
グローバル　シンター　ホール
ディング社

2,878

エヌエムセメント㈱ 2,638

コベルコマテリアル・カッパー
チューブ・タイランド社

2,105

ＰＭＧペンシルバニア社 1,410

エコマネジメント㈱ 1,274

ヌサ・テンガラ・マイニング㈱ 1,107

従業員 3,302

その他（20社） 3,641

計
 （内、実質保証額）

33,640
(29,163)

　

　３　受取手形割引高       406百万円

受取手形裏書譲渡高 47

債権流動化による遡及義務 8,659

　

※４　担保資産

 

 

 

 

たな卸資産       13,551百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　

運賃諸掛    13,629百万円

減価償却費 1,189

退職給付費用 1,821

役員退職慰労引当金繰入額 208

賞与引当金繰入額 4,072

給与手当 12,692

賃借料 3,292

研究開発費 5,728

　

　　２　　           ──────

　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　

運賃諸掛     11,619百万円

減価償却費 1,164

退職給付費用 2,292

役員退職慰労引当金繰入額 185

賞与引当金繰入額 3,101

給与手当 15,161

賃借料 3,088

研究開発費 5,706

　

　※２　事業整理損は、主として焼結部品に関する合弁事

　　　業の解消に伴う損失であります。

　

※３　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。　

※３　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　

運賃諸掛      7,117百万円

減価償却費 606

退職給付費用 929

役員退職慰労引当金繰入額 116

賞与引当金繰入額 1,901

給与手当 6,418

賃借料 1,658

研究開発費 3,074

　

　　２　　           ──────

　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　

運賃諸掛      5,859百万円

減価償却費 583

退職給付費用 1,273

役員退職慰労引当金繰入額 90

賞与引当金繰入額 1,614

給与手当 7,586

賃借料 1,513

研究開発費 2,909

　

　※２　事業整理損は、主として焼結部品に関する合弁事

　　　業の解消に伴う損失であります。

　

※３　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。　

※３　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。　
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年９月30日現在)

現金及び預金勘定 60,620百万円

　

預入期間が３か月を超える定期

預金
△321 　

現金及び現金同等物 60,298 　

　

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

現金及び預金勘定 70,653百万円

　

預入期間が３か月を超える定期

預金
△714 　

拘束性預金 △310 　

現金及び現金同等物 69,628 　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　                 1,278,955,330株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　                    10,690,217株
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　　前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日）

　

セメント
事　業

(百万円)

銅
事　業

(百万円)

加　工
事　業

(百万円)

電子材料
事　業

(百万円)

アルミ　
事　業

(百万円)

その他
の事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連　結

(百万円)

売上高 57,087 171,425 44,580 19,051 43,930 116,070 452,146 △39,297 412,848

営業利益 4,320 3,715 4,106 2,657 565 3,209 18,574 △1,589 16,984

　　当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日　至 平成21年９月30日）

　

セメント
事　業

(百万円)

銅
事　業

(百万円)

加　工
事　業

(百万円)

電子材料
事　業

(百万円)

アルミ　
事　業

(百万円)

その他
の事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連　結

(百万円)

売上高 42,878 114,182 22,849 15,422 33,236 78,803 307,373 △49,240 258,133

営業利益又は営業損失（△） 2,541 1,478 △2,748 58 1,203 1,665 4,198 △2,823 1,374

　　前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日　至 平成20年９月30日）

　

セメント
事　業

(百万円)

銅
事　業

(百万円)

加　工
事　業

(百万円)

電子材料
事　業

(百万円)

アルミ　
事　業

(百万円)

その他
の事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連　結

(百万円)

売上高 94,696 350,552 88,314 39,320 88,814 201,986 863,685 △79,282 784,402

営業利益 4,269 12,848 9,481 6,438 1,985 3,976 38,999 △2,650 36,349

　　当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日　至 平成21年９月30日）

　

セメント
事　業

(百万円)

銅
事　業

(百万円)

加　工
事　業

(百万円)

電子材料
事　業

(百万円)

アルミ　
事　業

(百万円)

その他
の事業

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連　結

(百万円)

売上高 79,919 203,976 43,014 28,634 65,996 157,327 578,869 △88,689 490,179

営業利益又は営業損失（△） 2,645 △2,174 △5,387 △504 1,841 1,676 △1,903 △4,150 △6,054

（注）事業区分の方法は売上集計区分によっており、各事業の主要製品は次のとおりであります。

（１）セメント事業　　セメント、セメント二次製品、生コンクリート、建材
（２）銅事業　　　　　銅製錬(銅地金、金、銀、硫酸等)、銅加工製品
（３）加工事業　　　　超硬製品、高機能製品、ダイヤモンド工具
（４）電子材料事業　　機能材料、電子デバイス製品、多結晶シリコン、化成品
（５）アルミ事業　　　アルミ缶、アルミ圧延・加工品
（６）その他の事業　　原子力関連、貴金属製品、環境リサイクル関連、不動産、エンジニアリング関連等
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【所在地別セグメント情報】

　　前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日） 

　
日本

(百万円)

米国

(百万円)

欧州

(百万円)

アジア

(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 350,632 34,281 6,809 62,453 777 454,954 △42,105 412,848

営業利益 12,685 4,597 748 361 166 18,558 △1,573 16,984

　　当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日　至 平成21年９月30日） 

　
日本

(百万円)

米国

(百万円)

欧州

(百万円)

アジア

(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 227,411 19,897 2,800 56,811 664 307,585 △49,451 258,133

営業利益又は営業損失（△） 1,773 1,728 △51 1,571 188 5,210 △3,835 1,374

　　前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日　至 平成20年９月30日） 

　
日本

(百万円)

米国

(百万円)

欧州

(百万円)

アジア

(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 668,153 52,994 13,175 136,332 1,437 872,092 △87,689 784,402

営業利益 26,565 6,380 1,456 4,405 308 39,116 △2,767 36,349

　　当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日　至 平成21年９月30日） 

　
日本

(百万円)

米国

(百万円)

欧州

(百万円)

アジア

(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高 435,240 38,211 5,817 97,752 1,357 578,378 △88,199 490,179

営業利益又は営業損失（△） △8,228 3,079 △14 2,557 484 △2,121 △3,932 △6,054

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦及び米国以外の区分に属する主な国又は地域

(1）欧州 … ドイツ、スペイン、イギリス、フランス、オランダ 

(2）アジア … インドネシア、マレーシア、シンガポール、中国、香港、タイ

(3）その他　 … オーストラリア
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【海外売上高】

　　前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日　至 平成20年９月30日） 

　 米国 欧州 アジア その他 計

海外売上高（百万円） 33,303 18,081 79,953 2,229 133,568

連結売上高（百万円）     412,848

連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
8.1 4.4 19.4 0.5 32.4

　　当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日　至 平成21年９月30日） 

　 米国 欧州 アジア その他 計

海外売上高（百万円） 18,185 7,723 69,368 2,038 97,315

連結売上高（百万円）     258,133

連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
7.0 3.0 26.9 0.8 37.7

　　前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日　至 平成20年９月30日） 

　 米国 欧州 アジア その他 計

海外売上高（百万円） 50,622 28,714 157,856 4,745 241,939

連結売上高（百万円）     784,402

連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
6.5 3.7 20.1 0.6 30.8

　　当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日　至 平成21年９月30日） 

　 米国 欧州 アジア その他 計

海外売上高（百万円） 34,658 15,165 101,937 3,606 155,368

連結売上高（百万円）     490,179

連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
7.1 3.1 20.8 0.7 31.7

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．米国以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）欧州 … ドイツ、イギリス、スペイン、フランス

(2）アジア … インドネシア、韓国、マレーシア、シンガポール、中国、台湾、香港、タイ

(3）その他 … オーストラリア、カナダ、ブラジル

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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 （有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)　

　その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の

末日に比べて著しい変動が認められます。

  なお、第１四半期連結会計期間より、時価のあるその他有価証券の評価方法を変更しております。詳細は「第５経

理の状況　１四半期連結財務諸表　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 ３．会計処理

基準に関する事項の変更　(2）時価のあるその他有価証券評価方法の変更」に記載のとおりであります。

その他有価証券 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

株式 90,397 133,619 43,221

計 90,397 133,619 43,221

　前連結会計年度末(平成21年３月31日)　

その他有価証券 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額（百万円）

株式 89,895 95,336 5,440

計 89,895 95,336 5,440
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 293.43円 １株当たり純資産額 287.44円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 15.94円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 25.63円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 20,250 △32,504

普通株主に帰属しない金額（百万円） －　 －　

普通株式に係る四半期純利益

又は四半期純損失（△）（百万円）
20,250 △32,504

期中平均株式数（千株） 1,270,149 1,268,310

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3.40円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 13.13円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 4,316 △16,651

普通株主に帰属しない金額（百万円） －　 －　

普通株式に係る四半期純利益

又は四半期純損失（△）（百万円）
4,316 △16,651

期中平均株式数（千株） 1,268,518 1,268,283

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　　　　　第85期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)中間配当については、平成21年11月５日開催の取締役会にお

いて、実施を見送ることを決議いたしました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月12日

三菱マテリアル株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 櫻井　憲二　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 上坂　善章　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　健太郎　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三菱マテリアル株式

会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三菱マテリアル株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」４.(2)に記載されているとおり、会社は第１四半期

連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月９日

三菱マテリアル株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 櫻井　憲二　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 阿部　隆哉　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　健太郎　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三菱マテリアル株式

会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三菱マテリアル株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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